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図5-3 システムの発電性能と熱効率
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水平に近い分布を示しているのは、電池本体の効率が

低下する電流密度の大きな範囲で、サイクル排熱が増

大するが、これが改質反応熱として有効に利用される

ためである。

以下の項では、基本条件（定格作動点）を図5-3の

1=0.3[A/cm2]に設定し、 CO2分離・濃縮効果の考察を行

った。

5.4.2 CO2分離・濃縮効果ー在来熱機関との比較一

本システムでは、基本的に空気極側排出ガス（主とし

てN2)と、燃料極側のCO2は電解質膜で隔離されている

が、システムの構成上必要な補助燃焼の際、若干の

CO2が空気系に混入する。燃料極側で分離装置入ロガ

ス（図5-1,FS)中に濃縮されたCO2の体積濃度M(C02)F、
および空気極側で煙突から大気に排出されるガス（図5-
l,A8)中の濃度M(COふは、表5-1のガス組成から次の

ようになる。

M(COz)F = e/y / {e/y + 4(1-e)} 
M(C02) A=  {(x-e)+e・ (y-Abs)/y}/ [{(x-e)+e・ (y-

Abs) /y}+2 ・ 3. 762入＋2(). -e)+(x-e)] (5-7) 

図5-4は、いくつかの条件に対する二酸化炭素の体積

濃度を在来熟機関の場合と比較したものである。図中、

左半分が大気排出ガス中（図5-1,AS)の体積濃度、右

半分が分離装置入口 (F8)での濃度である。大気放出

ガス中の濃度は在来熱機関での 6.5%（入＝1.5とした場

合の値）に対して、その 1/10以下に減少し、空気圧縮

比RCが小さいほどこの効果が大きい。さらに、 CO2分
離効率Absを1.0と仮定する場合や、排熱回収量が多く

補助燃焼を必要としない場合(Hcc=O)では、当然の事な

がら M(C02)は零となる。一方、分離装置入口の体積濃

度は在来機関の排気ガスに比べて約10倍、燃料を水蒸
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図5-4 二酸化炭素の分離・濃縮効果

気改質後分離し在来機関で燃焼させる場合（図中のRef.)
と比較しても 3倍前後に濃縮され、特に一パス当りの

燃料利用率が高い場合、効果が大きいことがわかる。

さらに、すべての場合について、シフト反応（空白棒で

示す低温度域における CO→ CO2の酸化反応）が期待で

きる場合は分離・濃縮効果がさらに増大する。

5。5二酸化炭素回収率と回収所要動力

5.5.1 CO2回収率

5.3節の性能解析において本システムによる CO2回収

率 SCO2を求め、システム圧縮比（系圧力）に対して示し

たのが図5-5である。圧縮比が2以下では補助燃焼が不

必要となり 100％の回収が可能となっている。系圧力を

増加させると燃料電池本体の出力の全出力に対する比

率が低下し、また電池内発熱量が減少するため補助燃

焼が必要となる。このため、 CO2が一部空気極側に混

入し、回収率は93％程度まで低下する。なお、図中に

は分離器入ロガス中のCO2濃度を質量比率G(C02)で示

しているが、 96~ 97wt%とほぼ一定の値を示しており、

質量的に純度が高いことが判る。（注記：図5-4は体積濃

度であり、両者の相違に注意を要する。）

5"5.2 CO2回収所要動力

ところで、実際の回収操作を議論するためには図5-1
に示した分離装置の型式を定める必要がある。従来提

案されている回収方法の主なものとしては、化学吸収、

(21) 
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図5-5 二酸化炭素回収率

膜分離、物理吸着、純酸素燃焼を含めた圧縮分離等が

ある。これらの手法を用いて CO2を回収し、さらに後

処理を想定して液化するためには動力あるいは熟量を

必要とし、各手法についての検討例がいくつか報告さ

れている。

例えば、在来火力発電所の排ガスに化学吸収法を適

用する場合は、ボイラ総熱量に対する絶対比率で約14

--17%20)の熱量が必要とされている。現在開発中の新火

力発電方式では、液化処理も含めて検討されており、 6

つの組合せについて絶対比率で約9--13%（熱効率の相

対的低下割合で13--33%)21)必要と報告されている。い

ずれも従来の火力発電所における脱硫・脱硝に必要な

所内動力比率（約1.5~2％程度といわれる）に比べてか

なり大きな値である。また、新火力発電方式にも含ま

れているが、純酸素燃焼によって回収を目指す場合は、

回収動力以外に純酸素製造のため酸素lmol当たりに25

~30kJ程度のエネルギーを必要とする汽

5.4節において図5-3の効率計算を行った際には、こ

れらの必要エネルギーは考慮していなかった。システ

ムの経済性を検討するためにはこの必要動力を含めて

議論しなければならない。本システムには、前述の各

種回収法が適用可能と考えられるが、対象ガス中の

CO2濃度が90wt％以上と高いこと、系圧力がもともと

大気圧以上に設定できること、 CO2の最終処理として

液化が便利であること、などの理由から圧縮分離法を

適用した場合を検討した。なお、本システムでは5.2.1

項で述べたように燃料電池本体が純酸素製造の機能を

有しているため、酸素製造に特別な動力を必要とせず、

液化仕事だけが所要動力となる。

図5-6は、分離後のCO21 molを圧縮し、液体として

回収するのに要する動力を複合システムの圧縮比（系圧

カ）に対して示したものである。なお、 CO2と共存する

未反応ガスの質量比率は数％以下でその圧縮動力は充

分小さい。所要動力は系圧力の増加につれ減少し、圧

縮比8~10において約21--23kJ/CO:i-molである。図中

にはこの動力がシステム発電端出力 Ltotalに占める割合

（相対比率）も示しているが、 4~4.5％程度である。

(22) 

一方、図5-7は圧縮比（系圧力）を変化させた場合につ

いてシステムの総合熱効率り totalを示している。 CO2回

収を行わない場合、熱効率は65-70％の範囲にある。

co支液化分離回収した場合、前述のように系圧力が

低い方が圧縮仕事は増加するが、この領域ではシステ

ムの熱効率が本来高いため総合熱効率としては圧縮比

が2~4付近で64.5％と最大となる。系圧力の増加につ

れ62%まで低下する。したがって、回収を行わない場

合と比較すると、圧縮比8-10において絶対比率（総熱

量に対する割合）で2.6~3%、圧縮比2~4で4.6-6.5%

程度の低下となる。これは前述の新火力発電／酸素燃

焼方式の場合21)よりさらに低い値である。

5.6 第5章のまとめ

固体酸化物燃料電池を中心とする複合サイクルにつ

いてシステムの概要、発電性能と総合熱効率、二酸化

炭素回収率および所要動力について検討した。得られ

た結果をまとめると、

(1)燃料電池内での発熱が改質熱として有効に利用され

るため、電流密度の比較的広い範囲に対して、総合熱

効率は60%(LHV)以上の高い値となる。

(2)水蒸気が凝縮除去されるためCO2分離装置入口の体
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図5-6 回収所要動力と発電端出力に占める割合
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図5-7 総合熱効率に及ぽす回収動力の影響
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積濃度は、「燃料の蒸気改質／CO2分離後での熱機関利

用」に対して3倍、在来機関の排気ガスに対して 10倍

程度に濃縮される。このため、単位プラント出力に対

する処理ガス量が1/3---1/10に減少し、装置が小型化

するため実用上極めて有利になると考えられる。

(3)本システムでの二酸化炭素回収率は93----100％の範

囲にあり、大気中に放出される体積濃度は在来の熱機

関に対して 1/10以下に減少する。

(4)この回収に必要な動力は、複合システムの圧縮比

（系圧力）8～ 10において総入熱量に対する絶対比率で

2.6 ---3%、圧縮比2~4で4.6----6.5％程度となる。この

所要動力を考慮した総合熱効率は後者の場合で64.5％で

ある。

6。 あとがき

船舶•海洋動力としで燃料電池を適用する場合に課

題となる事項について検討を行った。この分野の動力

としては、ディーゼル機関が、高い熱効率、低質重油

に対する適応性、高信頼性などの理由から圧倒的な優

位性を保っている。一方、最近の高速船等新海上輸送

システム用動力としては軽量高出力の点からガスター

ビン機関が注目されており、国のプロジェクトとして

研究開発が進行中である。

しかしながら、 IMO（国際海事機構）の場でも討議

されているように、海上動力に対しても NOx、SOx揮

発性有機化合物、浮遊粒子等有害物質の規制強化が国

際的な流れとなってきている。この動向に対処するた

め、デイーゼル機関においてば燃料改善を含む排ガス

対策、ガスタービン機関にあっては、 NOx低減や熱効

率改善のための研究努力がなされている。デイーゼル、

ガスタービン両機関は依然としで燃料電池の強力なラ

イバルであり続けるであろうと思われるが、上記の点

で将来大幅な技術的進展が図られない場合にば燃料電

池の優位性も魅力的なものになると期待される。

燃料電池は環境調和性、熟効率の点で他の熱機関に

対して有利な面を有しているが、利用可能燃料の規制

やまだ開発途上技術であることによるシステムの安

全・信頼性の不足、装置の小型化の必要性など考慮す

べき課題も多い。

本研究はその一部として、小型・高性能化、海上条

件下での使用、エネルギー利用効率改造などについて

現時点で得られた成果をまとめたものである。今後さ

らに技術的検討を進める上の基礎資料として活用が可

能であり、将来の船舶•海洋燃料電池の促進に有効な

内容と考えている。また、船舶海洋分野に限らず陸上

動力分野への波及効果を含め、エネルギー有効利用、

地球環境保全に役立つものと期待される。

なお、燃料電池研究は、わが国だけでなく、海外、

特に米国においても開発機運にあり、船舶海洋分野で

は日米運輸技術協力、日米天燃資源会議(UJNR)などの

場で、国際協力の可能性の検討が進められつつある。
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